
国土調査のあり方に関する検討小委員会報告書概要①
～第7次国土調査事業十箇年計画の中間見直しに向けた検討（見直しの全体像） ～ 

竺国土交通省

0第 7 次国土調査事業十箇年計画 (R 2~Rll) では、中間年に必要な見直しを行うものとされているところ、 RS.10から国土審議会
「国土調査のあり方に関する検討小委員会」 （委員長：布施孝志東京大学大学院教授）を4回開催。第7次計画後半における取組の

方向性について報告書をとりまとめた。 (R6. 3公表）

調査を取り巻く近年の動向国土調査の実施状況 1 
【第7次十箇年計画の数値目標とその実施状況】 ►災害リスクの寓まり〔地籍整備関係〕

►令和2年に調査の促進のため導入し
た以下の方策について活用を促進
ー所有者が不明な場合の調査手法
ー図面等調査等の新たな調査手続
ー街区境界調査やリモートセンシン

グデー タを活用した調査等

〔土地分類調査関係〕
►政令指定都市、県庁所在都市など

の人口集中地区及びその周辺を対
象に調査を実施

見直しの方向性

【地籍整備関係】

項目

地籍調査

基本調査

土地履歴
調査

►自治体の実施環境の整備 ・ 強化、その前提と
なる国民による地籍整備の重要性の認識

►所有者探索や筆界確認等に依然として多くの
時間を要する一筆地調査の更なる円滑化

計画目標

15,000km 2 

79％→87% 
（優先実施地域）

450km 
2 

20,000km2 

R2~4年度までの実施状況

計画目標に実施状況 対する達成率
2,440 km 2 達成率16%

80% 達成率16%

123km 2 達成率27%

4,268km2 達成率21%

計画後半の主な取組の方向性

令和6年能登半島地震では地籍整備率が低い地域で被害が発
生、南海トラフ地震等の発生も懸念される中、事前防災とし
ての地籍調査を速やかに実施する必要

►所有者不明土地対策の進展
共有関係ルールが見直されるなど、所有者不明土地対策が進
展する中、調査のあり方を検討していく必要

►地理空間情報のデジタル化の進展
登記所備付地図のオー プン化やベース ・ レジストリ指定によ
り、地籍調査の更なる役割にも期待

►地籍調査の厳しい実施環境
土地の所有意識の希薄化等を背景に、地籍調査に関する国民
の理解醸成や自治体内部での実施環境の確保が困難な状況

會...................

： 地籍調査の 1．地籍調査の事前防災としての重要性を含めた積極的な周知 ・ 広報
i実施環境整備i ・ 包括委託制度の好事例の横展開や調査困難な自治体等への国による相談体制の強化會．．．．．．．．．．．．．．．．．·◆

f
．．

苫蘊蔽祓汽．所有者探索のための情報の利用拡大
： 円滑化 ： ・ 通知に無反応な所有者等に対応した現地調査手続の導入、筆界特定申請の活用促進

＂…………………」 ・ オンラインによる筆界確認についての技術検証等
．．．．．．．．．．．．．．．． 

►進捗が遅れる都市部、山村部での調査の促進 ＼；都市部・山村部i •街区境界調査の効果や境界確認方法等の整理による普及 ・ 啓発、成果の公開方策の検討
： の調査の推進 ： ・ 国によるモデル事業の実施等による民間測量成果等の活用促進

L.................,: •リモセンデー タを活用した調査の対象地域の拡大、行政機関間の連携支援等
r……………..、

►目標達成が困難な状況や厳しい調査環境を踏 ・今後に向けた： ・ 調査実施体制や枠組み、調査ー施地域のあり方等の方向性についての早期検討着手、
まえた、より長期的な視点に立った検討 汗 検討 j 災害の激甚化等に配慮して検討、実施可能な方策の早期導入＂ヽ．．．．．．．．．．．．．．．．

【土地分類調査関係】 ．利用者ニ ーズ等を踏まえた地形分類項目や調査形態の見直し
►災害リスクが高いと考えられる地域における整備の加速化、 ► ・ 防災に関連する機関等との連携を含め、防災関連イベントなどで土地履歴調査成果

調査成果の利活用促進や認知度向上に向けた一層の情報発信 の利活用方法 ・ 利活用事例集などをわかりやすく紹介 1 

hirano-s86ah
長方形



都市部特定地籍整備推進事業

○都市部での地籍整備を進めるため、災害時の早期復旧に不可欠な官民境界調査（街区境界調査）と新
技術や民間測量成果等の活用を一体的に進め、地籍整備の円滑化・迅速化を図るモデル事業。
都市部の状況・課題

・都市部は、地価や土地所有者等の権利意識、
土地の細分化等により境界確認が困難であ
り、地籍調査の進捗率も27％と低い。

・災害時には道路等のライフラインの早期復
旧が重要であり、官民境界等の確定が必要
不可欠。

・民間等による土地利用が活発な特性を活か
し、類似の測量成果を活用しながら地籍整
備を進めることが有効。

導入した方策

・R2の国土調査法改正により、官民境界のみを調査
する街区境界調査制度と民間測量成果等の活用促
進のための市町村等による代行申請制度を創設。

・MMS（車載写真レーザ測量システム）等の新技術
活用についても検討

⇒街区境界調査：R3年度28,R4年度56自治体で実施
代行申請：R4年度１件で活用実績が未だ乏しい
MMS：精度が都市部活用段階に

更なる活用に向けた論点

・新制度・新技術を一体的に進める
都市部での地籍整備モデルの確立

・民間測量成果・新技術を生かし、
調査の効率化・円滑化を図るために
必要なノウハウの集約

・代行申請制度創設以前に実施された
既存の民間測量成果等の有効活用
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申
請

住民説明会
調査に先立ち、住
民説明会を実施。

一筆地調査
土地所有者等の立
会等により、街区に
係る境界等を確認。

成果の閲覧
調査の成果の案を
閲覧にかけ、誤り等

を訂正。

成果の認証・登
記所への送付
都道府県知事が認
証し、市町村で公表。
また、登記所に送付。

測
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測
量

測
量
成
果
を
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手

事業目的のための調査・測
量等にあわせて、地籍調査と
同等の精度を担保するため
に必要な調査・測量等を実施
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地籍測量
地球上の座標値
と結びつけた、正
確な測量を実施。

街区面積測
定・街区境界
調査図等作成
正確な地図を作り、
面積を測定。一体的な

発注/ 実施

【一体実施のイメージ】

MMSによる計測MMSによる計測

＝R６年度に測量工程
のモデル事業

令和６年度予算額：98百万円



都市部特定地籍整備推進事業-モデル事業の流れ

同一市区町村内の「街区境界調査」及び「19条６項代行申請」の対象地区について、国が測量を一体的に実施。

対象候補地区

＜全体要件＞
・都市部（人口集中地区（DID）又は都市計画区域）における地籍整備未着手かつ登記所備付地図（不動産登記法14条1項地図）未整備の地区

＜街区境界調査に係る地区要件＞
・今後、街区境界調査を予定している地区（検討中含む）※モデル事業実施後、３年以内に後続工程への着手が想定できる地区。

＜19条６項代行申請に係る地区要件＞
・上記街区境界調査に係る地区と同一市区町村内で、500m2以上の開発事業（市街地再開発事業、宅地開発等の民間事業）の測量成果が存在して
いる地区 ※測量成果の座標系（世界測地系、日本測地系、任意座標系等）は問わない。
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点検・成果作成

・座標変換
・登記情報との整合確認
・点検測量
・調査簿・登記所送付用
地図作成
等を実施
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街区境界調査図原図案作成

＋国が一体的実施

モデル事業の範囲
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・細部図根点測量
・街区点・既設標測量
・復元測量・現地復元
等を実施

※MMSによる
点群データ・
画像データも取得
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街区境界調査のフローは効率的手法導入推進基本調査に準じた流れ。19条6項代行申請のための測量等と併せて国が一体的に実施。
各種情報入手、住民説明等は国・自治体が連携して実施。

→地籍調査の実施主体が行う
モデル事業の成果を活用した後続工程
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都市部特定地籍整備推進事業-既存測量成果の分析の流れ

「19条６項代行申請」となり得る既存測量成果について、国が事前分析等を実施。

対象候補地区

＜全体要件＞
・都市部（人口集中地区（DID）又は都市計画区域）における地籍整備未着手かつ登記所備付地図（不動産登記法14条1項地図）未整備の地区

＜19条６項代行申請に係る地区要件＞
・500m2以上の開発事業（市街地再開発事業、宅地開発等の民間事業）の測量成果が存在している地区 ※測量成果の座標系（世界測地系、日本
測地系、任意座標系等）は問わない。
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・登記情報との整合確認
・現地踏査
・必要な作業内容
（座標変換・点検測量等）
等を分析・整理
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国が事前分析
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各種情報入手等は国・自治体が連携して実施。

事前分析の範囲
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19条６項代行申請として
適当な測量成果等については、
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地籍整備推進調査費補助金による
全額補助（上限あり）
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